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国
で
は
、
農
業
者
や
農
業
者
団
体
、
行
政
が
適
切
に
連
携
し
て
、
生

産
数
量
目
標
の
達
成
に
向
け
て
取
り
組
む
と
同
時
に
、
水
田
の
有
効
利

用
に
よ
り
自
給
率
向
上
を
図
る
た
め
、
主
食
用
米
と
併
せ
て
米
粉
用
米
、

飼
料
用
米
の
生
産
と
利
用
拡
大
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。 

　
ま
た
、
村
で
は
平
成
二
十
二
年
度
も
生
産
者
の
自
主
的
な
取
り
組
み

を
基
本
に
、
水
田
を
活
用
し
た
産
地
づ
く
り
に
よ
る
農
業
所
得
の
向
上

な
ど
、
安
定
し
た
農
業
収
入
が
図
れ
る
よ
う
、
関
係
機
関
と
協
力
し
推

進
し
ま
す
。 

　
国
は
昨
年
十
二
月
、
平
成
二
十

二
年
産
米
の
都
道
府
県
別
の
生
産

数
量
目
標
を
示
し
、
全
国
で
は
約

二
万
�
減
少
の
八
百
十
三
万
�
と

な
り
ま
し
た
。 

　
新
潟
県
産
米
に
お
い
て
は
、
需

要
実
績
が
14
／
15
年
を
ピ
ー
ク
に

減
少
。
19
／
20
年
は
、
食
料
品
全

般
の
価
格
上
昇
に
よ
り
全
国
的
に

米
の
需
要
が
増
加
し
た
も
の
の
、

食
料
品
価
格
の
落
ち
着
き
と
と
も

に
米
の
需
要
は
再
び
低
下
し
、
加

え
て
消
費
者
の
低
価
格
志
向
の
強

ま
り
等
か
ら
県
産
米
の
需
要
が
伸

び
悩
み
、
全
国
シ
ェ
ア
は
六
・
九

％
と
大
き
く
低
下
し
ま
し
た
。 

　
生
産
調
整
達
成
・
未
達
成
都
道

府
県
に
対
す
る
ペ
ナ
ル
テ
ィ
措
置

が
廃
止
さ
れ
た
も
の
の
、
県
産
米

の
販
売
不
振
で
需
要
実
績
が
大
き

く
減
少
し
て
い
る
こ
と
が
要
因
と

な
り
、
新
潟
県
の
生
産
数
量
目
標

は
五
十
五
・
八
万
�
と
全
国
で
最

も
大
き
い
減
少
と
な
り
ま
し
た
。 

　
県
で
は
、
市
町
村
の
生
産
数
量

目
標
の
算
定
に
つ
い
て
、
改
革
に

向
け
て
努
力
す
る
農
業
者
や
産
地

が
報
わ
れ
る
米
政
策
改
革
の
算
定

要
素
と
、
そ
の
割
合
一
〇
〇
％
の

考
え
方
を
継
続
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、「
新
・
品
揃
え
枠
」「
農
業
者
・

協
議
会
裁
量
枠
」
は
、
こ
れ
ま
で

ど
お
り
継
続
さ
れ
て
い
ま
す
。 

　
国
の
考
え
方
に
準
じ
、
生
産
調

整
達
成
・
未
達
成
に
よ
る
ペ
ナ
ル

テ
ィ
措
置
は
廃
止
さ
れ
ま
し
た
が
、

若
干
の
調
整
措
置
に
よ
り
、
生
産

調
整
の
取
り
組
み
に
関
す
る
部
分

も
配
慮
さ
れ
た
形
と
な
り
ま
し
た
。 

　
村
の
生
産
数
量
目
標
は
「
新
・

品
揃
え
枠
」
と
「
農
業
者
・
協
議

会
裁
量
枠
」
を
含
め
て
、
四
千
八

百
六
十
一
・
三
四
�
（
八
万
千
二

十
二
俵
）
。
平
成
二
十
一
年
産
米

と
比
較
し
て
百
七
十
三
・
一
二
�

の
減
と
な
り
、
面
積
換
算
で
九
百

四
十
七
・
六
三
�
と
な
り
ま
し
た
。 

新
潟
県
の 

　
生
産
数
量
目
標 

関
川
村
の 

　
生
産
数
量
目
標 

村への米の需要量情報（数量配分） 

区　　分 

面積換算値 

米生産目標 
数　　　量 

平成21年度 
配　　　分 

981.22ha

5,034,460㎏ 
(83,907俵)

947.63ha

4,861,340㎏ 
(81,022俵)

33.59haの減 

173,120㎏の減 
(2,885俵の減)

平成22年度 
配　　　分 

比　　較 
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県
で
は
、
二
十
二
年
産
米
に
つ

い
て
も
、
コ
シ
ヒ
カ
リ
作
付
率
の

引
き
下
げ
や
需
要
に
応
じ
た
他
品

種
の
生
産
を
推
進
し
ま
す
。 

　
ま
た
、
消
費
者
や
実
儒
者
の
多

様
な
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
強
化
を
目

的
と
す
る
「
新
・
品
揃
え
枠
」
は
、

こ
れ
ま
で
と
同
様
に
各
認
定
方
針

作
成
者
（
Ｊ
Ａ
等
）
が
取
り
ま
と

め
を
行
っ
て
い
ま
す
。 

　
努
力
す
る
農
業
者
や
産
地
が
報

わ
れ
る
配
分
ル
ー
ル
の
設
定
を
目

的
と
し
た
「
農
業
者
・
協
議
会
裁

量
枠
」
は
、
認
定
農
業
者
等
の
担

い
手
の
ほ
か
、
有
機
栽
培
や
県
認

証
特
別
栽
培
米
等
の
環
境
に
配
慮

し
た
栽
培
に
取
り
組
む
農
業
者
や

学
校
給
食
へ
米
を
供
給
す
る
農
業

者
等
へ
配
分
さ
れ
る
予
定
で
す
。 

　
こ
れ
ま
で
の
産
地
確
立
交
付
金

が
廃
止
さ
れ
、
水
田
利
活
用
自
給

力
向
上
事
業
、
戸
別
所
得
補
償
制

度
モ
デ
ル
対
策
が
実
施
さ
れ
ま
す
。 

必
要
な
手
続
き
な
ど
、
具
体
的
に

は
ま
だ
示
さ
れ
て
い
な
い
部
分
も

多
い
で
す
が
、
細
部
に
つ
い
て
は

今
後
、
説
明
会
等
で
お
知
ら
せ
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
村
単
独
助
成
に
よ
る
支

援
も
予
定
し
て
い
ま
す
。 

農
業
者
・ 

協
議
会
裁
量
枠
は 

担
い
手
を
中
心
に
! !
 

制
度
の
転
換
に 

　
対
応
し
た 

　
　
　
支
援
策 

新
・
品
揃
え
枠
は 

　
希
望
者
に
! !
 

平成21年度 村の転作面積の内訳（単位：ha） 

米政策改革要素の割合の推移と今後 

区　　分 
 
 

一 般 作 物 
 
 

永　年　生 
 

特 例 作 物 
 

小　　計 
 
 
 

そ　の　他 
 
 
 
 
 

水 稲 作 付 
 
 

合　　計 

面　　積 
9.55 
9.57 
4.87 
5.13 
29.12 
8.31 
37.64 
11.74 
49.38 
86.81 
1.05 
24.28 
133.46 
7.51 
14.04 
9.65 

189.99 
882.29 
24.50 
0.27 
0.19 
92.49 
999.74 
1,276.54

17～20年産の改革要素 

改革要素 

需　要　実　績 

　　　品揃え枠 

結 び つ き 枠 

品 質 の 状 況  

担い手の状況 

環境保全型農業 

中山間地域対策 

合　　計 

従来ベース 

17年産 

40% 

2,700t 

3,000t 

7.5% 

2.5% 

1,200t 

937t 

51% 

49%

18年産 

48% 

3,000t 

4,200t 

10% 

3% 

1,800t 

1,160t 

63% 

36%

19年産 

57% 

4,100t 

6,700t 

12% 

3.5% 

2,400t 

1,360t 

74% 

26%

22年産の改革要素 

22年産   

84% 

約18,300t 

 
13% 

 

3% 

 

100% 

0%

改革要素  

需 要 実 績   

　　　新・品揃え枠 

  
品質の状況  

農業者・ 

協 議 会  

裁 量 枠  

  
合　計  

従来ベース  

20年産  

78% 

新・品揃え枠 

17,500t 

10% 

農業者・ 
協 議 会  
裁 量 枠  

2% 

90% 

10%

21年産  

84% 

新・品揃え枠 

18,276t 

13% 

農業者・ 
協 議 会  
裁 量 枠  

3% 

100% 

0%

作　物　名 
大 　 豆  
そ 　 ば  
飼 料 作 物  
そ の 他  

計 
果 樹 等  
野 菜 等  
山 菜 等  

計 
作 物 作 付 計  
景 観 作 物  
調 整 水 田 等  
自 己 保 全 管 理  
林 　 地 　 等  
土地改良通年施行 
その他（補償田等） 

計 
主 食 用 水 稲  
加 工 用 米  
新 規 需 要 米  
学 童 農 園  
特 別 調 整 水 稲  

計 


